
＜地域産業課 創業支援グループ＞

○創業・起業支援の推進

○円滑な事業承継の促進
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≪創業支援グループのミッション≫

1．グループの目標
創業・起業、事業承継の促進を図ること︕

２．令和４年度の取組⽅針

①多様な創業・起業の促進
・市町村及び関係団体等との連携のもと、県内全域での創業・起業の支援体制を強化。
・⼥性やＵＩＪターン者をはじめとした創業・起業の⼀層の増加を図る。
②円滑な事業承継の促進
・⻘森県事業承継ネットワークを中⼼とした関係支援機関の連携強化ときめ細かな支援。
・後継者不在の企業を新たな後継者へ円滑に事業承継することで、県内中⼩企業の休廃
業による減少の抑制等に資する。

多様なしごとづくり、雇用や地域経済の維持・発展



≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫

１ 創業支援拠点の整備

・平成１８年度 弘前市に創業支援拠点「夢クリエイト工房」を設置
・平成１９年度 青森市に創業支援拠点「創業チャレンジクラブ」を設置
・平成２０年度 八戸市に創業支援拠点「アントレプレナー情報ステーション」を八戸市と共同設置
・平成２７年度 五所川原市、三沢市及びむつ市に創業支援拠点「創業相談ルーム」を各市と共同設置
・平成２８年度 黒石市及び十和田市に創業支援拠点「創業相談ルーム」を各市と共同設置

（１） 県の主体的な取組

・平成２２～２３年度 「アントレプレナー情報ステーション」の八戸市単独
設置に向けた運営費補助

・平成２４～２５年度 夢クリエイト工房の代替機能を受継ぐ、弘前市の創業支援拠点「ひろさき
ビジネス支援センター」等への運営費補助

・平成２４年度 青森市単独の創業支援拠点「起業・創業等相談ルーム」のスタッフ人材育成

（２） 地域の主体的な取組を支援

成 果

設置数 ８市
（青森市、弘前市、八戸市、黒石市、
五所川原市、三沢市、むつ市、十和田市）
(R4.3月末現在）

新規利用者数 4,561名
（H18～R4.3末）
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≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫

２ 創業支援の風土づくり

創業希望者の掘り起こし等のため、関係機関と連携し、県内各所で創業支援
制度の説明会と創業の基本的知識の習得を目指したワンポイントセミナーを開催

（１） 創業・起業支援制度説明会・創業ワンポイントセミナーの開催

業態・分野別テーマでの創業セミナーや首都圏等で経験を積んだ方を対象とした
ＵＩＪターン創業セミナー・相談会を開催

（２） 創業・起業実践セミナー、ＵＩＪターン創業セミナー・相談会の実施

長期的視点で創業意識を醸成するため、また中・高・大学生を対象とした起業家
による講演会を開催

（３）未来の起業家（高校生・大学生）の育成

成果
説明等参加者数
2,064名（H21～R3）

相談会等参加者数
82名（R3）

起業家講演会参加者数
10校975名（H29）
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≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫

３ 支援の人財の育成強化

商工関係機関の職員も対象としたＩＭ養成研修の実施や首都圏での
研修受講を支援

（１） インキュベーション・マネジャー(ＩＭ)育成支援

県内の創業支援活動の連携促進、スキルアップのための団体、青森県
インキュベーション・マネジャーネットワーク協議会の設置(H24)

（２） ＩＭの連携促進に向けた協議会の設置

県内の関係機関に所属しているＩＭ等を対象に、県内外のＩＭや専門家を講師に迎え、創業に
関する地域習得と情報を共有するための研修会を実施

（３） ＩＭのスキルアップに向けた研修会の開催

成 果
県内ＩＭの人数

67名（R3）

青森県ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ・ﾏﾈﾞｬｰ
ﾈｯﾄﾜｰｸ協議会設立（H24.7）

ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修参加者数
41名（R3）
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≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫

４ あおもり起業家養成研修事業

創業・起業意識の醸成やビジネスプラン作成のノウハウ習得のため、創業支援の
専門家（インキュベーション・マネジャー）によるビジネスプラン作成講座を実施
【29年度】黒石市、五所川原市、十和田市、三沢市、むつ市（５会場 参加者計55名）
【30年度】黒石市、五所川原市、三沢市（３会場 参加者計30名）
【R1年度】黒石市、五所川原市、三沢市（３会場 参加者計20名）
【R2年度】黒石市、五所川原市（２会場 参加者計12名）
【R3年度】黒石市、五所川原市（２会場 参加者計10名）

（１） あおもり起業家養成研修

５ 起業後のフォローアップ

起業家（経営者）と創業希望者が交流し、情報共有や新しいネットワークづくりを行うことで、
起業家同士の仲間づくりや販路開拓に繋げていくことを目的とした地域交流会の実施
【R1年度】青森市、弘前市、十和田市（３会場 参加者計54名）
【R2年度】青森市ほか５市、中泊町ほか３町村（８会場 参加者計92名）
【R3年度】青森市ほか５市、七戸町ほか３町 （８会場 参加者計88名）

平成２６年度から平成３０年度までの間において、県内創業支援拠点等を利用した創業者４８４名を対象
に現在の状況や創業後の課題等を把握するためのアンケート調査を実施。

（１） 創業・起業地域交流会

（２）起業家フォローアップ

5



7

６ 取組の成果～これまで県の創業支援拠点や事業を活用して創業に至った人数～

合計１，０２８名（H18～R4.3末）
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≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫



Revive（弘前市）

刺繍サービスの提供という
形で、アーティストや店舗の
グッズ、ダンサー等の衣装に
刺繍加工作業を行うほか、
ロゴデザインの作成等幅広
に手がける。

創 業 者 事 例（ＵＩＪターン創業）

WILLING AUTO（八戸市）

PC塾 Sigma Gate（八戸市）

宮城県から家族でＵターン
して起業。中古車販売業の
ほか車検、オイル交換、各
種パーツ販売・取り付けを
行う。

自然に囲まれ、旬の美味し食
材が手に入る地で開業したい
との思いでＵターン。コーヒー
のほかスイーツやランチ等を
提供。

Gro Fe Lure（六戸町）

地元で笑顔が直接見れる商
売をしたいと思い、趣味の料
理を生かして弁当屋をオー
プン。家族等4人の従業員と
ともに、配達等を行っている。
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≪創業・起業支援の推進：これまでの取組≫

東京で15年間治療院勤務
やスポーツトレーナー活動
を経験。自分の経験を地元
に還元したいと思いで、鍼
灸・スポーツマッサージ治療
院をオープン。

弁当だるま（むつ市） Café kielo（田舎館村）

院長 佐藤洋大
R元年８月創業

代表 関 夢郁
令和元年９月創業

代表 村上雄祐
令和２年２月創業

東京のＩＴ会社勤務の経験等
を生かし、年齢に関わらず、
Excel、Wordの使い方やプロ
グラミングの方法を教えるパ
ソコン教室をオープン。

代表 小山 昇
H３０年３月創業

代表 赤田更介
R元年７月創業

代表 佐藤智香
R元年５月創業



○ 「あおもりフルール」の任命
県内先輩⼥性起業家5名をあおもり⼥性ＵＩＪターン創業
サポーターズ「あおもりフルール」に任命。
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○あおもりフルール座談会
⾸都圏⼥性を対象に、あおもりフルールによる起業体験等の
紹介や、グループに分かれた交流会を実施。

○⻘森woman×移住・創業ショートステイ
本県へのＵＩＪターン及び創業・起業を希望する⼥性に⻘森を訪れていただき、県内で活躍する
先輩起業家への訪問や現地視察、想定移住先の環境の調査等を実施。

≪創業・起業支援の推進：令和３年度の実績≫

⾸都圏⼥性を対象としたＵＩＪターン創業の誘致



≪創業・起業支援の推進：令和３年度の実績≫

創業支援の取組の広報



現状分析と課題現状分析と課題 事業の内容（アウトプット）事業の内容（アウトプット） 事業の目指す姿事業の目指す姿

事 業 の ア ウ ト カ ム

最 終 ア ウ ト カ ム

あおもり創業・起業支援強化事業費あおもり創業・起業支援強化事業費

現 状 分 析 【概要】魅⼒あふれる多様なしごとづくりや、創業による地域社会への貢献度向
上のため、⼥性・ＵＩＪターン創業の推進や地域課題解決型創業の促進のほか、
足腰の強い堅実な創業・起業に向けた支援プラットフォーム機能の充実・強化に
取り組む。

取組１ ⼥性・UIJターン創業の推進 3,687千円

◆H18の取組開始以来の創業
者数累計が1,000名間近
◆本県の⼥性社⻑⽐率は全国
３位であるものの、就任の経
緯でみると創業の割合は
29.6%と全国平均(35.3%)
より低い
◆新型コロナ等、社会情勢の
変化に強い堅実な創業支援が
必要
◆⾸都圏等在住者による地方
回帰への関⼼の高まり
◆⻘森県型地域共⽣社会の実
現への全庁的な取組強化

◆UIJターンによる創業者数
の増加

◆地域課題の解決に資する
創業者の輩出

◆創業者実績年100名以上
の継続

課 題

■⼥性をはじめとする創業希
望者のニーズを捉えたさらな
る支援が必要
■潜在的UIJターン創業希望者
に向けた情報発信の⼿法が不
十分
■地域課題解決に資する創業
希望者が地域とつながる機会
が不足

◆創業意欲を持った人財の
発掘・育成と全県的な創業
機運の醸成

◆創業支援拠点を活用した
足腰の強い堅実な創業・起
業の促進

◆創業後も含めた継続的な
フォローアップ体制の構築

予算額 ２８,１９７千円

①先輩⼥性起業家等を活用した支援環境の整備
あおもり⼥性創業サポーターズ「あおもりフルール」の任命、⼥性起業アテ
ンダントの養成

②ＵＩＪターン創業のPR
ＵＩＪターン創業事例集とPR動画の作成、⾸都圏イベントへの創業者派遣

取組２ 地域課題解決型創業の促進 4,925千円

地域課題解決型創業希望者等によるワークショップ、地域滞在型スキル
アップ合宿、ビジネスプランコンテストの実施

取組３ 支援プラットフォーム機能の充実・強化 19,585千円
①地域インキュベーション体制の確⽴
２１財団に創業支援の専門家（⼥性１名含む）を配置（県内外での伴走型
支援、相談ルームへの派遣、創業後フォローアップの実施）

②先輩起業家等を活用した支援環境の整備
少人数交流会の実施（うち数回は⼥性向け）

③合同支援制度説明会の開催
関係機関等が⼀堂に会した各種支援制度の説明会を市部で開催

Ｒ４ 多様なしごと創出プロジェクト≪創業・起業支援の推進：令和４年度の取組≫
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あおもり移住支援事業費（起業支援事業分）

１ 制度概要

２ 事業のスキーム

国 都道府県

地方創生
推進交付
金(補助率

1/2)

(R1～6(6

年間)

市町村
補助金

(国1/2,県1/2)

移住者

移住支援金
(労政・能力開発課)

21あおもり
産業総合

支援センター

補助金
(国1/2,県1/2)

起業支援金
(地域産業課)

東京圏からのＵＩＪターンの促進及び地方の担い手不足対策として、国の地方創生推進交付金を活用した移住支援金・
起業支援金制度を実施する。

≪創業・起業支援の推進：令和４年度の取組≫
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H29～H30（県重点枠事業等）

○「青森県事業承継円滑化支援関係機関連絡会議」の開催
○後継者不在企業調査 ○後継者不在企業調査先に対するフォローアップセミナーの開催
○後継者育成セミナーの開催 ○支援機関向け研修会の開催 ○事業承継税制の認定事務

R1～R2（県重点枠事業等）

○21あおもり産業総合支援センターと連携して、商工団体・金融機関・士業団体等で構成する 「青森県
事業承継ネットワーク」を設置（R1.7）
・商工団体や金融機関等による事業承継診断の実施 ・支援機関向けの出前セミナーや研修会の実施
・事業者に対する専門家派遣 ・経営者保証解除支援の取組（R2～）

○事業承継の機運醸成（新聞広告、事業承継推進強化月間（１０月）の設定、ＴＶCMの放送等）
○事業承継税制の認定事務
○地域事業承継サポートミーティング（県内６地域）の設置、開催

≪円滑な事業承継の促進：これまでの取組≫

○県内企業の後継者不在率は上昇傾向にあり、近年は60％前後（㉚ 57.4%→R1 60.3%→R2 60.9%→R3 59.8%）
○青森県の社長の平均年齢はR3年で61.9歳と60歳を超える状況
○後継者の育成期間を含めると事業承継には5年～10年の期間が必要

現状

・現状のままだと10年後には県内企業約4万社のうち、2.4万社が失われる可能性
・中小企業の廃業は、地域における雇用喪失、経済の衰退に直結

事業承継支援の取組を速やかに実施する必要性有
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≪円滑な事業承継の促進：令和３年度の実績≫

地域事業承継サポートミーティング（東青・中南・三八・西北・上北・下北の６地域で開催）

事務局：県地域産業課

市町村 商工会議所 商工会
中小企業団体
中央会支所

地域県民局金融機関

目的：地域の関係機関の実務担当者が一堂に会して、事業承継に関する情報共有や意見交換等を行う場を設置し、地域主体の
事業承継支援体制の強化を図る。

内容：（１）地域の事業承継に係る情報の交換・共有
◇特に地域に不可欠な事業者（早期に支援が必要な業種等）の情報
◇新たな事業に取り組もうとしている成長期待事業者の情報
◇その他の情報

（２）引受け先事業者及び後継者人材（創業者、ＵＩＪターン者、地域おこし協力隊員等）の掘り起こし
（３）各機関が行う事業承継支援の取組 （４）県等の支援施策・事例・支援のあり方等 （５）その他事業承継に関すること

事業承継・引継ぎ
支援センター

（１）日時等
令和４年３月２４日 オンライン開催
参加者：６８名

（２）内容
①地域主体事業承継支援モデル

の紹介
発表：４事業者及び支援機関

②講演「地域が主体的に取り組む
事業承継支援について」

講師：事業承継センター(株)
③来年度の取組紹介

令和３年度 第２回サポートミーティング令和３年度 第１回サポートミーティング

（１）日時等

令和３年７月１３日～７月２８日

県内６地域で順次開催

参加者：計１７２名

（２）内容

①事業承継支援の取組等紹介

②情報・意見交換等
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≪円滑な事業承継の促進：令和３年度の実績≫

１．トークイベント

（１）開催日時等

日時： 令和３年９月１５日～１７日 １８時～２０時

場所：オンライン

参加者:４０名

（２）内容

①県内の先輩アトツギによる

トークセッション

②質疑応答・交流等

○ベンチャー型事業承継 ○第三者承継フォーラム

（１）開催期間等
日時：令和３年１０月２５日～３１日

（事業承継推進強化月間に開催）
場所：オンラインによる動画視聴
参加者：８９名

（２）内容
①知事メッセージ、②県事業承継・引継ぎ支援センターの紹介
③専門家による講演、④事業承継をした事業者のインタビュー

２．アトツギソンin青森

（１）開催日時等

日時：令和３年１１月２０日９時～２１日１９時３０分

場所：AOMORI STARTUP CENTER

参加者：６名

（２）内容

①新規事業開発の手法等を学ぶワークショップ

②先輩アトツギによるメンタリング

③考案したビジネスアイデアの発表

「ベンチャー型事業承継」
とは若手後継者が家業
の経営資源を活用して
新規事業に挑戦すること

「第三者承継」とは、会社
やお店等の事業を親族
や従業員以外の第三者
に引き継ぐこと
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≪円滑な事業承継の促進：令和３年度の実績≫

○事業承継推進強化月間（１０月）ＣＭ

①

②

③

④

⑤

○新聞広告 ○その他普及啓発活動
・県民だより等広報紙への
記事掲載

・「みんなの県庁！」等テレビ
での広報 ほか
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③支援機関
の巡回、
掘起しの
サポート

２１あおもり産業総合支援センター

中小企業

⑥ニーズ掘起し・
自機関で支援対応

個者
支援

「気づき」
の促進 相談

青森県事業承継ネットワーク

①方針策定 よろず支援拠点

中小企業活性化
協議会

各種ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

事業承継・引継ぎ支援センター

②掘起しの
実施方法
提示

⑤側面支援

行政

県

④助言

経
済
産
業
局

財
務
事
務
所

⑩経営者保証
解除対応

統括
責任者

承継Co

経保Co

エリアCo

サブ
マネージャー

⑪相談対応、
マッチング等

⑦要支援案件
の取次ぎ

⑧前捌き、
案件の取次ぎ

⑨案件の
振分け

⑫専門家の
派遣依頼

身近な支援機関
信用保証協会

日本公庫

金融機関

中央会

商工会商工会議所

東京中小企業
投資育成 商工中金

専門家
登録専門家 ⑬個者支援

令和元年度７月に設置した「青森県事業承継ネットワーク（事務局（公財）２１あおもり産業総合支援セン
ター）」が中心となり、引き続き、県内企業の円滑な事業承継を促進する。

≪円滑な事業承継の促進：令和４年度の取組≫



地域事業承継促進・後継者育成事業費（Ｒ３～Ｒ４） 要求額 12,644千円

現状分析と課題

○地域における事業承継支援体制の整備と支援
スキルの向上

○後継者候補等の意欲喚起と人財育成
○経営者や地域の関係者等に対する事業承継

の必要性・重要性の周知

現状分析

課題

○民間調査会社の調査によると県内企業の後継者
不在率は年々上昇
（㉙56.0％→㉚57.4％→R1 60.3％→R2 60.9％）

○国ではおよそ１０年間を集中期間と定め、積極的
な事業承継支援を実施
（事業承継ネットワークの全国設置と事業承継支
援の取組強化）

○新型コロナの影響による経営悪化と後継者不在
の状況が重なることで、廃業する県内中小企業の
増加が懸念

○今後事業継続が困難となる中小企業の受け皿と
して、地域主体の支援体制を強化するとともに青
森県事業承継ネットワークと連携した効果的な支
援の実施が急務

○第三者承継が盛んな都道府県では地域ぐるみで
事業承継支援を実施
（例：地域協議会の開催（島根県）、地域事業承継
サポートミーティングの実施（大分県））

○後継者不在の経営者に事業承継の重要性等を
伝えるとともに、後継者候補の会社を引き継ぐ意
欲の喚起も必要

Ｒ４未来へつなぐ「地域のゆりかご」
プロジェクト

事業のアウトカム

事業の目指す姿

円滑な事業承継の促進が図られ
ることで、地域の雇用の確保と地
域経済の維持がなされる。

最終アウトカム
・地域主体の取組の充実と関係
機関とのネットワーク体制の
強化

◇県内６地域における事業承
継支援モデルの構築

◇後継者候補等にベンチャー
型事業承継の知識の普及

◇承継意識の向上による第三
者承継をはじめとする承継
方法・相談窓⼝の認知度向
上

【事業概要】
新型コロナによる県内中小企業への影響を踏まえながら、国の支

援事業と連携して、地域主体の事業承継支援体制の強化や経営者
の承継意識の向上を図るとともに、後継者候補の人財育成等に取り
組み、県内中小企業の円滑な事業承継を促進する。

事業の内容（アウトプット）

１ 地域主体事業承継支援体制の強化（継続） 4,274千円

（１）地域事業承継サポートミーティングの実施
県内６地域で事業承継支援に係る情報・意⾒交換の場を

設置（年2回）し、地域主体の事業承継支援を推進する。
（２）地域主体事業承継支援モデルの構築

地域における支援スキル向上のため、事業承継支援モデ
ルを構築する。

２ ベンチャー型事業承継の普及（一部新規） 4,766千円

（１）ベンチャー型事業承継セミナーの実施
若⼿後継者候補等に対し、ベンチャー型事業承継を普及・

促進するセミナーを実施する。
（２）ワークショップの開催

ベンチャー型事業承継に関するワークショップを開催する
とともにビジネスプランコンテスト（R4のみ）を実施する。

３ 承継意識の向上（継続） 3,604千円

（１）第三者承継フォーラムの開催
県内中⼩企業や支援機関等に第三者承継を啓発するフォ

ーラムを開催する。
（２）新聞広告・テレビＣＭ等の実施

マスメディアと県広報媒体の活用により事業承継に取り
組む意識を喚起する。
４ 事業承継の円滑化支援（継続）

⻘森県事業承継ネットワークへの参画と事業承継税制及び
⾦融支援の認定等を実施

〈地⽅創⽣交付⾦〉

≪円滑な事業承継の促進：令和４年度の取組≫


